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学校給食における県内産食材の使用状況及び取組について

１ 県内産食材使用率の推移
○ 平成１３年度から伸びてきている県内食材の使用率が、平成２３年度は６６％
（市町村ごと、品目ごとの状況は、資料１、２のとおり）

【県平均】
年 度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
使用率 37 ％ 41 ％ 47 ％ 49 ％ 50 ％ 53 ％ 54 ％ 54 ％ 57 ％ 62 ％ ６６%
〔知事マニュフェスト 平成２２年度：６０％〕

○ 各市町村が状況に応じた取組を積極的に実施
【主な事例】
・ＪＡ、地元生産者等との連携強化
（生産者の出荷予定に基づいた献立作成、計画栽培品目の増加 等）
・地元産食材の納品が限られる市町村は、県内の他市町村産食材も積極的に使用
・県内産食材調査品目以外の魚介類など、他の地元産食材も積極的に使用

２ 平成２３年度の主な取組
○ 学校給食県内産食材活用促進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを県学校給食会に１名配置(H22～ H23)
県内産食材の使用率が低い市町村への働きかけなど、学校給食への県内産食材の
供給を推進するための活動を実施した結果、県学校給食会が取り扱う県産食材に
おいて、多数の食材で使用数量が増加（H21と H23の比較）した。

○ 関係機関等による地産地消推進会議の開催(23.5.28)
○ 地場産物を使用した学校給食献立調理講習会の実施(23.11.17)
○ 安全安心のための学校給食調理師研修会の実施(23.8.23)
○ 「県民の日」「全国学校給食週間」の取組として、県内産食材を活用した学校給
食を提供するとともに、食に関する指導を推進

○ 平成２３年１２月に制定された「鳥取県産業振興条例」を受け、学校給食で使用
する加工品の取り扱いについて検討を行い、「県産品」を項目に加えた生産地別
使用状況調査（２月試行）を実施した。

○ 地産地消、県産品利用について、栄養教諭、学校栄養職員との意見交換会の実施
(24.3.13)

３ 今後の取組
学校における地産地消を推進し、子どもたちに安全安心な食の提供や地域の食文化
を伝えることにより、郷土を大切にする心や感謝の心を育むため、引き続き、市町村
及び関係機関と連携して取り組んでいく。
また、鳥取県産業振興条例をふまえ、「地産地消」に併せて「県産品利用」の促進
にも取り組んでいく。

＜平成２４年度の取組＞
平成２３年度の取組（「栄養教諭、学校栄養職員との意見交換会」「学校給食献立調
理講習会」「学校給食調理師研修会」「県民の日、全国学校給食習慣での取組」）
に加え、新たに以下についても取り組くんでいく。
○ 地産地消推進会議等で県内産食材の活用及び県産品利用の促進を働きかける。
○ 「学校給食用食材の生産地別使用状況調査」にあたっては、「県産品利用」を含
めた調査とする。（調査様式は別添資料３のとおり）

＜地産地消と県産品利用の概念＞

加 工 地

県 内 県 外

原 県 「地産地消」＋【県産品利用】 「地産地消」＋【県産品利用】

材 内 (例)県内産の冷凍野菜、干し椎茸 等 (例)水煮大豆、スイカゼリー 等

産 県 【県産品利用】

地 外 (例)県内加工の醤油、とうふちくわ

＊ H24.4から を加えたものを県産品利用とし、学校給食用食材の県産品利用率の指標とする。
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